


－52－ 

        ⑨生活者起点による地域支え合いシステム構築事業  111,830千円〔109,087千円〕 

         （健康福祉部） 

        ⑩子育て環境づくり推進事業（健康福祉部）     46,138千円〔 46,138千円〕 

        ⑪環境経営の道づくり事業（環境部）        13,510千円〔 13,510千円〕 

        ⑫ＣＯ２進んで減らす環境先進県づくり推進事業   43,940千円〔 23,940千円〕 

 （環境部） 

        ⑬環境連携 三重の環事業（環境部）        33,373千円〔 33,373千円〕 

        ⑭クリスタルバレー構想推進プロジェクト事業    47,775千円〔 47,775千円〕 

         （農林水産商工部） 

        ⑮技術集積活用型産業再生特区推進事業       100,000千円〔100,000千円〕 

         （農林水産商工部） 

        ⑯県民防災対応力底上げプログラム事業       98,175千円〔 98,175千円〕 

（地域振興部） 

        ⑰新たな防災事業体制の推進事業（地域振興部）   45,801千円〔 45,801千円〕 

        ⑱建設業及び入札・契約制度のパラダイム転換事業  23,672千円〔 23,672千円〕 

         （県土整備部） 

        ⑲高度道路交通システム推進事業          256,000千円〔256,000千円〕 

         （県土整備部、警察本部） 

        ⑳住民参画のプラットフォーム創造事業       18,287千円〔 18,287千円〕 

         （県土整備部、健康福祉部、農林水産商工部） 

        待ったなし！耐震化プロジェクト事業       34,800千円〔 34,800千円〕 

         （県土整備部） 

        広域環境犯罪スーパープロテクト事業       281,929千円〔281,929千円〕 

         （警察本部） 

        サイバーポリス１１０事業（警察本部）      40,000千円〔 40,000千円〕 

        「鈴亀地区」夜間・幹線路緊急対策事業      43,212千円〔 43,212千円〕 

        トップクラブチーム活動支援事業（教育委員会）  11,000千円〔 11,000千円〕 

        「生きる力」を育む支援事業（教育委員会）    20,688千円〔 20,688千円〕 

 

     （２）緊急雇用創出事業   ４５４，１６１千円 

        緊急雇用創出基金充当事業の追加 

 

    （３）その他 

        ①トータルマネジメントシステム検討事業         ６，７７０千円 

県政運営のための諸システムを点検し、システム間の連携等を整理して、トータル

なマネジメントシステムに進化させる。 

        ②総合計画進行管理事業                ２９，２７８千円 

知事の公約である「県民しあわせプラン」の策定を行う。 
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        ③重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）特別対策事業    １５，５３６千円 

重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）感染者の拡大を防ぐため、患者等を搬送する機

器の購入や入院治療可能施設の確保を行うため簡易陰圧装置の整備及び注意喚起の啓

発を行う。 

        ④老人福祉施設整備事業                ６６，８４３千円 

市町村が実施する介護予防拠点整備事業に対する国の追加内示に伴う増額補正。 

        ⑤新産業創造ファンド設立支援事業          ２５１，８８８千円 

ベンチャー企業の円滑な資金調達を図るため、（財）三重県産業支援センターがベ

ンチャー企業の育成支援に重点を置いた投資活動を行うファンドへの出資金及び設立

にかかる経費を補助する。 

        ⑥紀北交流拠点推進事業               ４９６，４２３千円 

紀北交流拠点事業（熊野古道センター（仮称））の整備を推進するため、予定地の

用地取得等を行う。 

 

３ 債務負担行為 
広域農道整備事業（中南勢２期地区）におけるトンネル工事の契約にかかる債務負担行為

の設定を行う。 

         期 間     平成１６年度～１７年度 

         限度額  ８００，０００千円 
 
 

Ⅱ 特別会計の内容                             ３０，０００ 千円     

 

１ 歳出の主要点 

（１） 流域下水道事業特別会計               ３０，０００千円 

北勢沿岸流域下水道南部浄化センター第２期工事推進のための環境整備事業負担金

を計上する。 

 

Ⅲ 企業会計の内容                              ９，８９１ 千円     

 

１ 歳出の主要点 
（１） 病院事業会計                     ９，８９１千円 

緊急雇用創出事業として、県立志摩病院の診療情報整備事業を行う。 
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    ②ダイオキシン類対策緊急調査事業       4,468 千円 

 三重ごみ固形燃料貯蔵槽事故に伴い、施設周辺の農用地土壌及び農作物中のダイオキ
シン類の測定調査の実施経費などを計上する。 

 

  （２）畜産研究部緊急環境対策事業             ４１，９６９千円 

 大雨時の周辺住宅への浸水被害を防止するため、科学技術振興センター畜産研究部敷
地内に調整池を設置する。 

 

  （３）観光振興検討事業                  ２５，１９３千円 

 懇話会を設置し、三重県の観光振興のあり方について検討するとともに、観光商品づ
くり・誘客のための観光プロデューサー事業を行う。 

 

  （４）県庁舎等維持修繕関連経費              ７２，３２２千円 

 

    ①議事堂バリアフリー化対策事業        16,276 千円 

 障害者、高齢者、妊婦等の幅広い来庁者（傍聴者）に安全で快適に利用できる議事堂
となるようバリアフリー化対策を行う。 

 

    ②県庁舎等維持修繕費             56,046 千円 

 健康増進法の施行に伴う本庁舎及び地域総合庁舎の受動喫煙対策工事等を行う。 

 

  （５）公共事業等                   ２，２９６，３５２千円 

 
    ①一般公共事業                      652,655 千円 
          道  路   ▲328,792    港  湾   ▲678,750 千円 
          農業農村   1,860,925 
    ②直轄事業                       808,479 千円 
          道  路   1,543,136    河  川   ▲748,131 千円 
    ③県単公共事業                      365,832 千円 
    ④災害復旧事業                      253,538 千円 
    ⑤受託事業                       215,848 千円 
 

Ⅱ  特別会計の内容                             △４６０，４８９千円     

 
２ 歳出の主要点 
 
  （１）公共用地先行取得事業特別会計          △５４９，９１７千円 
      前年度に繰上執行を行ったことにより減額する。 
 

 Ⅲ  企業会計の内容                           ４０，６０１千円     

 
    １ 歳出の主要点 
    

  （１）水道事業会計                    ▲３８，６７５千円 

      嬉野・三雲線内径 250mm 送水管布設替工事などを減額する。 

 

  （２）工業用水道事業会計                  ６４，５１６千円 
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      受託工事費などを増額する。 

 

  （３）電気事業会計 

 三重ごみ固形燃料貯蔵槽事故により、汚水の一部が雨水調整池に流入したことから、

隣接する沢地川への流出防止対策として、貯留水を浄化処理して工業用水として利用す

るための経費などを計上する。 
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表 21 平成 15 年度補正予算の総括 

ア．一般会計 歳入歳出予算の状況  （単位：千円、％） 

平      成      １５    年      度 構成比 

 

平成14年度

最終予算額 

Ａ 
当    初 ６月補正 ９月補正  計   Ｂ 

 比    較 

 Ｂ － Ａ 

対前 

年比 

Ｂ／Ａ 
Ａ Ｂ  

県税 196,120,000 185,294,000   185,294,000 △ 10,826,000 94.5 26.1 26.1 

地方消費税清算金 29,610,000 32,669,000   32,669,000 3,059,000 110.3 3.9 4.6 

地方譲与税 2,646,000 3,393,000   3,393,000 747,000 128.2 0.4 0.5 

地方特例交付金 1,283,451 2,800,000  309,117 3,109,117 1,825,666 242.2 0.2 0.4 

地方交付税 189,180,671 174,300,000  5,045,319 179,345,319 △ 9,835,352 94.8 25.1 25.3 

交通安全対策特別交付金 619,000 646,000   646,000 27,000 104.4 0.1 0.1 

分担金・負担金 8,221,254 6,664,071  △ 342,319 6,321,752 △ 1,899,502 76.9 1.1 0.9 

使用料・手数料 11,045,159 11,756,342  △ 7,997 11,748,345 703,186 106.4 1.5 1.7 

国庫支出金 120,922,131 107,251,106 95,739 1,572,394 108,919,239 △ 12,002,892 90.1 16.1 15.4 

財産収入 1,361,007 1,820,711  △ 6,193 1,814,518 453,511 133.3 0.2 0.3 

寄附金 22,614 －   0 △ 22,614 0.0 0.0 0.0 

繰入金 24,700,888 27,177,069 2,686,182 △ 5,384,963 24,478,288 △ 222,600 99.1 3.3 3.5 

繰越金 4,057,527 －   0 △ 4,057,527 0.0 0.5 0.0 

諸収入 49,540,318 55,870,228  290,167 56,160,395 6,620,077 113.4 6.6 7.9 

県債 112,971,392 95,249,000  351,000 95,600,000 △ 17,371,392 84.6 15.0 13.5 

歳 

 

 

 

 

 

 

 

 

入 

合計 752,301,412 704,890,527 2,781,921 1,826,525 709,498,973 △ 42,802,439 94.3 100.0 100.0 

議会費 1,629,973 1,629,322  11,932 1,641,254 11,281 100.7 0.2 0.2 

総務費 52,156,300 53,633,499 766,960 △ 253,990 54,146,469 1,990,169 103.8 6.9 7.6 

民生費 58,982,137 55,171,387 224,811 △ 198,558 55,197,640 △ 3,784,497 93.6 7.8 7.8 

衛生費 28,218,516 26,368,284 191,738 △ 96,716 26,463,306 △ 1,755,210 93.8 3.8 3.7 

労働費 6,518,148 5,532,374 454,161 △ 326,544 5,659,991 △ 858,157 86.8 0.9 0.8 

農林水産業費 54,122,019 48,895,043  2,232,418 51,127,461 △ 2,994,558 94.5 7.2 7.2 

商工費 33,182,012 33,651,189 399,663 20,368 34,071,220 889,208 102.7 4.4 4.8 

土木費 119,375,641 97,547,399 240,259 233,081 98,020,739 △ 21,354,902 82.1 15.9 13.8 

警察費 40,747,802 38,688,224 472,641 57,879 39,218,744 △ 1,529,058 96.2 5.4 5.5 

教育費 186,389,327 186,950,651 31,688 △ 106,883 186,875,456 486,129 100.3 24.8 26.3 

災害復旧費 2,095,978 3,680,960  253,538 3,934,498 1,838,520 187.7 0.3 0.6 

公債費 119,103,035 101,816,195   101,816,195 △ 17,286,840 85.5 15.8 14.4 

諸支出金 49,680,524 51,226,000   51,226,000 1,545,476 103.1 6.6 7.2 

予備費 100,000 100,000   100,000 0 100.0 0.0 0.0 

歳 

 

 

 

 

 

 

 

出 

合計 752,301,412 704,890,527 2,781,921 1,826,525 709,498,973 △ 42,802,439 94.3 100.0 100.0 

 （※構成比は、 四捨五入によるため合計に合わない場合があります。） 
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イ． 会計別総括表 

平  成  15  年  度 
区 分 

会 計  

１４年度 

最終予算額 

A 
当    初 ６月補正 ９月補正 合  計  B 

比較 

B-A 

対前 

年度 

伸率 

一 般 会 計 752,301,412 704,890,527 2,781,921 1,826,525 709,498,973 △ 42,802,439 △ 5.7 

特 別 会 計 34,091,465 33,896,815 30,000 △ 460,489 33,466,326 △ 625,139 △ 1.8 

交通災害共済事業 387,366 411,361  81 411,442 24,076 6.2 

母子及び寡婦福祉資

金貸付事業  

 

390,495 

 

205,721 
  

 

205,721 

 

△ 184,774 

 

△ 47.3 

あすなろ学園事業 999,933 1,112,553   1,112,553 112,620 11.3 

農業改良資金貸付事

業等 
593,994 498,135   498,135 △ 95,859 △ 16.1 

中央卸売市場事業 589,556 522,984  2,347 525,331 △ 64,225 △ 10.9 

林業改善資金貸付事

業 
854,320 838,686   838,686 △ 15,634 △ 1.8 

沿岸漁業改善資金貸

付事業 
313,843 289,299   289,299 △ 24,544 △ 7.8 

中小企業社等支援資

金貸付事業等 
4,753,607 4,386,293   4,386,293 △ 367,314 △ 7.7 

港湾整備事業 656,946 328,716  50,000 378,716 △ 278,230 △ 42.4 

流域下水道事業 22,778,475 24,031,047 30,000 37,000 24,098,047 1,319,572 5.8 

 

公共用地先行取得事

業 
1,772,930 1,272,020  △ 549,917 722,103 △ 1,050,827 △ 59.3 

    企 業 会 計 67,389,037 64,933,225 9,891 40,601 64,983,717 △ 2,405,320 △ 3.6 

病院事業  23,801,624 23,019,087 9,891  23,028,978 △ 772,646 △ 3.2 

水道事業  23,779,629 25,773,267  △ 38,675 25,734,592 1,954,963 8.2 

工業用水道事業  12,969,401 11,575,764  64,516 11,640,280 △ 1,329,121 △ 10.2 

 

電気事業 6,838,383 4,565,107  14,760 4,579,867 △ 2,258,516 △ 33.0 

合 計(三会計) 853,781,914 803,720,567 2,821,812 1,406,637 807,949,016 △ 45,832,898 △ 5.4 

 

  

 以上の結果、一般会計でみてみると、９月補正後の累計予算額は、図 35 のとおり、約 7,095 億円と

なり、平成 15 度当初予算額に比べ 46 億円、0.7％増加し、前年度同期（平成 14 年９月補正後累計額）

に比べ 7.5％の減となっています。 

  なお、平成５年度からの各年度における、各補正予算を加減した最終予算規模の推移については、

図 36 をご覧ください。 




